
 
【新幹線鉄道整備事業】(事後評価) 事業主体 [鉄道・運輸機構] 

○事業概要 

事業名 東北新幹線 八戸・新青森間 整備区間 八戸・新青森間 

事業期間 
平成 10 年 3月 12 日（工事実施計画（その 1）認可）

～平成 22 年 12 月 4 日（開業） 
総事業費 4,547 億円（最終額） 

○事業の目的（ミッション） 

目的 ≪当該事業の背景、必要性≫ 

第四次全国総合開発計画（昭和６２年６月）では、国土の均衡ある発展を図ることを基本に地方圏の戦略的、重点的

整備として「地域間の移動の利便性を高めるための高速鉄道の整備を進める」と示されている。また、その後の運輸

政策審議会答申（平成４年６月）においては、新たに「五大都市（東京、大阪、名古屋、札幌及び福岡）から地方主

要都市までを概ね３時間程度で結ぶ」と示された。このような背景の中、平成８年１２月２５日の新規着工区間の選

定に関する政府・与党合意に基づき、平成１０年１月２０日の政府・与党整備新幹線検討委員会において当該区間の

着工が決定され、平成１０年３月に着工された。 

≪事業目的≫ 

本事業は、全国新幹線鉄道整備法に基づき、新幹線鉄道

による全国的な鉄道網の整備を図り、もって国民経済の発

展と国民生活領域の拡大並びに地域の振興に資すること

を目的としている。 

≪関連する政策目標≫ 

第四次全国総合開発計画、運輸政策審議会答申、公共投資

基本計画等により、人や物の広域的な交流の拡大及びその

効率化を通じて、国土の特色ある発展を実現するため、高

速鉄道ネットワークを整備する。 

○事業をとりまく社会の状況                                      〔報告書 p2-1～14〕 

■経済成長率の変化  平成 3 年のバブル崩壊から平成 14 年までの不況を経て、平成 20 年までいざなみ景気が続いたが、その

後リーマンショック、欧州金融危機の影響を受けて、近年は経済成長率 1％程度の成長が続いている。 

■人口動態の変化   沿線地域（青森県、岩手県）の人口は、昭和 60 年から平成 12 年頃まで横ばい傾向、その後減少傾向と

なっている。 

■幹線旅客流動の変化 平成 2年～22 年の代表交通機関分担率は、乗用車等が 70～75％を占め、鉄道、航空がこれに続いている

が、大きな変化は見られない。 

○事業に関する基本的事項の分析 

要因 想定値 実績値 変化の要因  

事業費（※１） 
4,594 億円 

〔H17 その２認可時：フル規格〕 
4,547 億円 

技術開発等による縮減 

物価上昇 

報告書

p3-2 

工期（※１） 平成 22 年度末工事完了 平成 22 年 12 月  p3-3 

輸送密度（定期外）（※２） 

（八戸・新青森間） 

8,100 人キロ/日･㎞ 
（平成 22 年度を予測） 

9,000 人キロ/日･㎞ 
（平成 24 年度の実績） 

人口の差異、経済成長率の差異 

交通サービス水準の差異 
p3-5 

※１ 事業費、工期の想定値は、平成 17 年 12 月の八戸・新青森間の工事実施計画（その２）認可時とした 

※２ 輸送密度の想定値は、平成 9 年 11 月の政府・与党整備新幹線検討委員会における検討値とした 

○事業による効果・影響の発現状況 

評価項目 評 価 結 果 

■利用者への

効果影響 

鉄道の輸送量の変化 

■整備区間の鉄道利用者数の増加                  〔報告書 p3-4〕

八戸駅・新青森駅(青森駅)間の 1日平均利用者数(優等列車） 

 7,700 人/日(開業前)→9,500 人/日(開業 1 年目)  

交通機関分担率の変化 

■主要区間の交通機関シェアの変化（平成 21 年→平成 25 年）     〔報告書 p5-8〕

・宮城・青森県間の交通機関別シェア   鉄道 80％→88％、高速バス 20％→12％ 

・首都圏・青森県間の交通機関別シェア 鉄道 68％→73％、航空     26％→20％ 

運行本数の変化 
■主要区間の運行本数の増加                   〔報告書 p5-11〕

東京駅・新青森駅（青森駅）間の下り運行本数 15 本(開業前)→17 本(平成 25 年)

時間短縮効果 

■主要区間の所要時間の短縮                   〔報告書 p5-13〕

・仙台駅・新青森駅（青森駅）の所要時間 52 分短縮（2時間 19 分→1時間 27 分） 

・東京駅・新青森駅（青森駅）の所要時間 60 分短縮（3時間 59 分→2時間 59 分） 



滞在可能時間の変化 
・仙台駅発の新青森駅（青森駅）での滞在可能時間 約 2時間増加   〔報告書 p5-15〕

・東京駅発の新青森駅（青森駅）での滞在可能時間 約 2時間 20 分増加〔報告書 p5-16〕

交通費の変化 

■主要区間の鉄道運賃・料金の変化 

・仙台駅・新青森駅（青森駅）の運賃・料金 10,670 円→11,210 円 

・東京駅・新青森駅（青森駅）の運賃・料金 16,890 円→17,350 円 

〔報告書 p5-17〕

時間到達圏の変化 
■時間到達圏の変化                       〔報告書 p5-19〕

東京駅から 4 時間以内到達圏人口（青森県）50 万人→111 万人 

■社会全体への

効果影響 

地域経済 

■人的交流の活発化                       〔報告書 p5-49〕

交流人口が青森県と宮城県で約 1.3 倍、青森県と首都圏で約 1.1 倍に増加 

■コンベンション開催数の変化                  〔報告書 p5-53〕

開業翌年は青森市、八戸市、弘前市でのコンベンションの開催件数が増加 

経済波及効果 
■生産性向上による生産額の変化                 〔報告書 p5-55〕

青森県の生産額（2010）に対して 0.12％の増加 

観 光 

■入込み客の変化                        〔報告書 p5-56〕

青森県の沿線地域で増加傾向、途中駅の八戸市でも入込客は増加 

■宿泊者数の推移                        〔報告書 p5-57〕

 平成 23 年 3 月～6月（震災の影響）以外は概ね前年同月比で同水準を確保 

■旅行形態の変化                        〔報告書 p5-59〕

 県外からの入込客は宿泊旅行が日帰り旅行を上回った 

環 境 

■環境負荷の低減                        〔報告書 p5-71〕

開業に伴う二酸化炭素（CO2）の削減量は 26,000t-CO2/年、窒素酸化物（NOX）の

削減量は 100t-NOx/年と推計される 

安 全 
■乗客の死傷事故の減少                       〔報告書 p5-70〕

■新幹線整備に伴う連続立体交差による優等列車踏切事故の解消 

■費用便益分析
[平成27年度価格] 

計算期間 50 年 

費 用 7,211 億円 
［貨幣換算した主な費用］ 

建設費、用地関係費、維持更新投資等 

便 益 7,911 億円 
［貨幣換算した主な便益］ 

利用者便益、供給者便益等 

指 標 
費用便益比

B/C 
1.1 

純現在価値

NPV 
700 億円 

経済的内部

収益率 EIRR
4.5 % 

上記分析の基礎とした需要予測                               〔報告書 p4-2〕

開業後の実績に基づき平成 27 年度（事後評価時点）以降を予測、 
八戸・新青森間の輸送密度：8,900 人キロ／日・㎞（平成 32 年度） 

その他 

景観を考慮した 

デザイン 

■「三内丸山架道橋」日本最大級の縄文集落跡である三内丸山遺跡に近接し、新幹線

橋りょう最大スパン長 150ｍを有する 4径間連続エクストラドーズドＰＣ橋 

【平成 20 年度土木学会田中賞】                  〔報告書 p5-73〕

■「新青森駅」外観デザインはキーワード「縄文と未来の融合」を表現 
【平成 22 年度鉄道建築協会賞】                   〔報告書 p5-75〕

技術開発・受賞 

■NATM とシールドを融合した新しいトンネル工法「SENS」の開発 

（三本木原トンネル）【平成 18 年度土木学会技術賞】         〔報告書 p5-77〕

■世界最長陸上トンネル（複線断面）の施工 

（八甲田トンネル）【平成 17 年度土木学会技術賞】              〔報告書 p5-78〕

コスト縮減 
■軌道スラブの改良【平成 23 年度土木学会技術賞】         〔報告書 p5-81〕

■無絶縁軌道回路装置の採用【平成 23 年度鉄道電気技術賞】     〔報告書 p5-82〕

道南地域への影響 
■青森県と道南地域の交流拡大（青函圏、津軽海峡交流圏）     〔報告書 p5-49,63〕

 → 北海道新幹線（新青森・新函館北斗間）の開業による波及効果拡大に期待 



○事業から得られた種々の教訓                                        〔報告書 p7-1〕

（事業費縮減の取り組みと課題） 

 事業費は、その 2工事追加時の認可額から約 47 億円の縮減となった。今後も新技術の開発や施工上の工夫を重ねてコスト縮減

に努めるとともに、地質等の事前調査をこれまでより詳細に実施することで、さらに最適な設計・施工方法を選定し、事業期間

中のコスト増加を抑制することが肝要である。また、社会経済状況の変化に伴うコストの増加については、どこまで見込むかが

課題である。 

（防災対策の重要性 ～東日本大震災の経験～） 

 平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災では、早期地震検知システムの作動により、東北新幹線では営業運転中の 27 本の列車

に脱線は無く、耐震補強済みの構造物では損傷が発生していない。このことが、地震発生から 49 日目の早期復旧に繋がり、その

後の震災復興に東北新幹線が貢献できたものと考える。防災設備の設計は、自然災害の予知が難しいことから、安全をどこまで

見込むかはコストとのバランスを考慮しなければならないが、今後もこれまでの知見を活かしながら、適切な設計で整備を進め

ることが重要と考える。 

（新幹線開業を活かした地域の取り組みと連携） 

 今回の事後評価では、新幹線開業による継続的な効果発現には、沿線地域の取り組みも重要であることを確認した。機構はこ

れからも整備新幹線の開業効果をまとめ、情報を発信することとしたい。また、地域活性化の取り組みについては、今ある資源

をしっかり活かし、広域的にも地域間の連携を深めることが肝要である。機構は国、県、地域の皆様、鉄道事業者のご支援、ご

協力を得ながら、鉄道建設の総合技術者集団として長年培った経験と技術を活かし、さらに新幹線完成に向けて努力したい。 

○今後の事後評価と同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性               〔報告書 p8-1〕

（今後の事後評価の必要性） 

開業 3ヵ月後に発生した東日本大震災の影響により、新幹線利用者は一時的に減少したが、平成 23 年以降は順調に増加してお

り、費用便益比は 1.1 を確保している。また、新規採択時の想定値を上回る需要も発生していることから、本事業による効果の

発現状況は概ね良好であり、当区間に対する今後の事後評価の実施について必要性は認められないが、平成 28 年 3月の北海道新

幹線（新青森・新函館北斗間）開業による効果・影響等については、今後も継続して追跡していく必要があると考えている。 

（同種事業の計画・調査のあり方） 

 環境への意識や事業計画の透明性・公正性への関心の高まり等により、事業計画の早い段階から環境保全に配慮するため「戦

略的アセスメント」や「公共事業の構想段階における計画策定プロセスガイドライン」などが策定されている。そのため、今後

の同種事業の計画・調査にあたっては、これらの制度に十分留意し事業を進めていく必要がある。 

 また、本事業を含む整備新幹線の最高設計速度は、1973 年に決定された整備計画に基づく建設の指示において 260km/h と定め

られている（1993 年以降の計画は 360km/h 走行可能な線形を確保）。一方、世界はもちろん日本でも 300km/h 以上の高速走行が

実現しているため、整備新幹線の最高速度についても環境対策等の課題はあるものの、今後検討する余地があると考えられる。

（事業評価手法の見直しの必要性） 

需要推計の当初想定値に比べて実績値は約 10％多かったことを踏まえて、人口・経済成長率の想定や各交通機関の輸送安定性、

地域特性に合わせた他交通機関の設定など、可能な限りその乖離が小さくなるよう、柔軟な条件設定を行う必要があると考える。

また、近年の訪日外国人の増加について、今後の需要推計モデルへの反映を検討する必要がある。 

○概要図（位置図） 
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【H19年度事後評価区間】
東北新幹線（盛岡・八戸間）

【H27年度事後評価区間】
東北新幹線（八戸・新青森間）

【既着工区間】
北海道新幹線（新青森・新函館北斗間）

【既着工区間】
北海道新幹線（新函館北斗・札幌間）

 

 


